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未知なる潜在市場への戦略的多角化のアプローチ

「デジタル革命」時代の事業戦略とその実行力
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あらゆるものがインターネットでつながるIoT （ Internet of Things）や、人工知能（AI）技術の

実用化により、100年に1度と言われる「デジタル革命」が始まろうとしている。ビジネスの

あり方を根本から変えてしまうデジタル化の大波に、企業は如何に立ち向かうべきか。変化の

時代に付加価値を創造する事業戦略と、その実現のためのM&Aの活用について解説する。

「デジタル革命」時代の
事業戦略とその実行力
文 ＝  池田 晴彦／シニアマネジャー

いった情報まで掘り下げて分析を行い、投資

判断に繋げているケースは少ないように感じる。

デジタル化の時代に自ら変革を起こし、
成長を目指すには

デジタル化の時代に自ら変革を起こし、

成長を目指すには、メガトレンドから起こり

得る未来の幅を描き出し、それに備えて

必要な対策を講じることが必要不可欠で

ある。その際にはこれまでの成功モデルから

脱却し、事業領域を再定義するということも

必要である。また、デジタル化に対応する

ためには自前主義にこだわらず、テクノロ

ジーに精通するスタートアップなどの外部

リソースの取り込みを模索するということも

必要になろう。「デジタル革命」に能動的に

関与し、イノベーションを起こすためにも、

今一度自社の事業領域を再定義し、M&Aを

活用するなど、必要なケイパビリティ、特に

ICTに関するケイパビリティを補完する。

こうした取り組みを行うための体制の整備が、

今の日本企業にとって喫緊の課題と考える。

デジタル化の進展は確実に
ビジネスを大きく変える

インターネットやクラウド技術の発達と

低コスト化、スマートフォンに代表される

携帯機器の普及、コンピュータの処理能力

の向上や記憶容量の拡大、無線通信の帯域

拡大といった情報通信技術（ ICT）の発達に

より、あらゆるものがデジタルネットワーク

に接続され、従来の情報伝達や商習慣など

のあり方を大きく変えようとしている。

特に、あらゆる「モノ」をインターネット

で結び、AIで「モノ」を制御する「デジタル

革命」は一つの生態系として機能し始め、

これまでの業界構造を大きく変えようと

している。自動車業界では、IoTとAIにより

構成される自動運転時代を見据えて、既に

「デジタル革命」が進行している。自動車

業界に限らず、デジタル化の進展に伴う

環境変化への対応は、あらゆる業種の会社

にとってトップマネジメントの関心領域と

なっている。

自動車業界における新時代を見据えた
ビジネスモデル転換の動き

2018年1月のCES（コンシューマー・エレ

クトロニクス・ショー）でトヨタ自動車が発

表した「e -Palette」が世界的に話題になった

ことは記憶に新しい。自動車メーカー各社は

来たる自動運転時代を見据え、これまでの

自動車生産・販売というビジネスモデルから、

自らがモビリティ基盤を運営するプラット

フォームサービス（モビリティサービス）を提

供するビジネスモデルへの転換を進めている。

また、2018年のCESでは、米国のフォード

が都市内のあらゆる交通情報をインター

ネットで結び、最適な交通経路を提案する

「Transit Mobility Cloud」を発表している。

直近で同社は、米国におけるセダン販売を

廃止して、モビリティサービスに注力すると

表明しているほか、ドイツのフォルクスワー

ゲングループやダイムラーも自動運転時代を

見据え、自らモビリティサービスを提供する

コンセプトを打ち出している。

これら3社を中心とする欧米の主要プレ

イヤーは、コンセプトの実現に向けてベン

チャー投資やM&Aの専担部署を立ち上げ、

ICTプレイヤー等との提携や買収を積極的に

進めている。

一方で、フォルクスワーゲンなどは、人口

動態やエネルギー・資源情勢などの社会

環境、ICTなどの技術動向、経済動向や規制

動向といった多角的な観点から20年先に

起こり得る未来の青写真（シナリオ）を描き

出し、そのシナリオをもとに必要となる要素

技術を自社で開発、もしくは提携・買収に

より獲得するという意思決定を行っている。

このようにIoTとAIで構成される自動運転

時代を見据えて、自動車業界ではビジネス

モデルの大転換が始まっている。こうした

動きは今後、金融や運輸サービス、小売と

いったあらゆる産業において起こると考え

られる。

こうした中で、「デジタル革命」に立ち向

かうという受動的な立ち位置ではなく、

起こす側になる、といった能動的な視点も

重要となる。そのためには、次に示す2つの

取り組みが必要となる。

シナリオプランニングによる
事業戦略の再定義

「デジタル革命」に能動的に関与するため

には、IoTとAIを中心としたデジタル技術に

よって起こり得る未来の青写真を描き出し、

生じうるイベントに対処するための準備策を

講じる「シナリオプランニング」の手法が

有効である。シナリオプランニングはもと

もと米軍の戦略立案の手法として開発され

たものだが、その後、石油メジャーのシェルが

活用し、オイルショックを乗り切ったことで

その存在が有名になった。現在では、前述の

フォルクスワーゲンの他、自動車部品業界で

メガサプライヤーと呼ばれるボッシュ、コン

チネンタル、またGEやシーメンスといった、

時流を適確に読み、事業領域を再定義して

きた世界的企業の間で用いられている。

シナリオプランニングにおいて特にポイン

トとなるのは、事業環境を構成している事象

（人口動態の変化や都市化の進展、環境・

規制の厳格化、ICTの進展、新興国の経済

成長などのメガトレンド）とそれらの因果

関係を把握し、その事象の構造的なパターン

を認識した上で、起こり得る未来の幅を描き

出すという作業である。

事業環境を構成する事象は大きく社会、

技術、経済、政策・規制の観点があり、その

中でも特に自社のビジネスに影響を及ぼす

要素を中心に把握することが重要である。

例えば、自動車産業であれば、若年層の

クルマ離れやシェアリングエコノミーの

進展（社会）、環境・安全規制の厳格化（政策・

規制）、電動化／自動運転技術の進展（技術）

といった要素が重要な要素となる。小売業界

であれば、先進国における少子高齢化に伴う

消費性向の変化（社会）、新興国の経済成長

に伴う中間所得層の増大（経済）などが重要

な要素になってくる。

いずれにしても注目すべき事象は業界に

より異なることから、幅広い視点で事象を

とらえる必要がある。それらの因果関係を認

識した上で、自社のビジネスに特に影響が

大きく、変化を引き起こすチェンジドライバー

を識別し、様々な情報とともにそれぞれの

変化の度合いを推定することが必要となる。

　この一連の作業には継続的な情報収集を

必要とし、それなりの負荷を要することから、

シナリオプランニングを採用している企業

では専担組織を設置することが常である。

オイルショックを乗り切ったシェルはシナリオ

プランニングチームを設置し、40年にわたって

組織的にシナリオプランニングを活用、進化

させ続けている。また、フォルクスワーゲンも

社内に「フューチャーリサーチ部」という

専担組織を設置し、エコノミスト、心理学者、

社会学者、生物学者などの専門人材を抱え、

多面的な分析を行う体制を整えている。

昨今では ICTがビジネスに与える影響も

大きくなっているため、GEやシーメンス、

ボッシュといった IoTに注力している企業は、

こうした知見を有した専門家をシナリオ

プランニングチームに配置し、環境の変化に

対していかに ICTを活用するかを検討する

ようになってきている。

日本国内でも近年、シナリオプランニング

に関する注目がふたたび高まっているが、

専担組織を設置して取り組んでいる企業は

少ない。環境変化の激しい現代において、

その時流を適確に捕捉し、柔軟に対応する

ためにも、日本企業においてもシナリオプラ

ンニング専担組織を設置し、外部専門家も

活用しながら、当該組織を継続的に活用し、

進化させていく取り組みが求められる。特に、

デジタル革命においては ICTをいかにビジネ

スに活用していくかが企業戦略立案上、重要

な取り組みになってくることから、シナリオ

プランニングを行う上では、この技術分野に

精通する人材の配置が極めて重要になる。

M&Aを活用し、
不足するケイパビリティを補完

GEやシーメンス、フォルクスワーゲンや

ボッシュ、コンチネンタルといった事業領域を

柔軟に再定義する企業では、M&Aの専担組

織が、自社の事業戦略の実現に必要なケイパ

ビリティをもつ対象企業を探索、特定し、日々

情報の収集と分析を行っている。これらの企業

は、対象企業が属する業界特有の事業環境や

重要な成功要因のほか、対象企業そのものの

競争力の源泉についても分析を行う。同時に、

対象企業のバリュエーションに必要となる

ビジネスごとの重要業績評価指標（KPI）に

ついて詳細に分析し、投資のタイミングについ

ての判断を定期的に行っている。

事業成長にM&Aを有効活用している企業

は、投資対象の選定段階で 3～10年程度の

時間をかけ、投資後のビジネスプランを含め

て緻密な検討を行っている。場合によっては、

将来の投資を見据えて業務提携を行い、協力

関係を築きながら投資に向けた情報収集・

分析を行うケースも存在する。IoTとAIによって

もたらされる環境変化に能動的に取り組む

ためには、ICTプレイヤーやスタートアップが

有するケイパビリティの取り込みが必要不可

欠となることから、常日頃から情報収集を行

う体勢を構築することが極めて重要である。

その際、コーポレート・ベンチャー・キャピタル

（CVC）の活用などは一考に値する。

なお、日本においてもM&A専担組織を設

けている企業は存在するが、投資先候補の

事業環境や重要な成功要因、競争力の源泉と
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いった情報まで掘り下げて分析を行い、投資
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に接続され、従来の情報伝達や商習慣など

のあり方を大きく変えようとしている。

特に、あらゆる「モノ」をインターネット
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対していかに ICTを活用するかを検討する

ようになってきている。

日本国内でも近年、シナリオプランニング

に関する注目がふたたび高まっているが、

専担組織を設置して取り組んでいる企業は

少ない。環境変化の激しい現代において、

その時流を適確に捕捉し、柔軟に対応する

ためにも、日本企業においてもシナリオプラ

ンニング専担組織を設置し、外部専門家も

活用しながら、当該組織を継続的に活用し、

進化させていく取り組みが求められる。特に、

デジタル革命においては ICTをいかにビジネ

スに活用していくかが企業戦略立案上、重要

な取り組みになってくることから、シナリオ

プランニングを行う上では、この技術分野に

精通する人材の配置が極めて重要になる。

M&Aを活用し、
不足するケイパビリティを補完

GEやシーメンス、フォルクスワーゲンや

ボッシュ、コンチネンタルといった事業領域を

柔軟に再定義する企業では、M&Aの専担組

織が、自社の事業戦略の実現に必要なケイパ

ビリティをもつ対象企業を探索、特定し、日々

情報の収集と分析を行っている。これらの企業

は、対象企業が属する業界特有の事業環境や

重要な成功要因のほか、対象企業そのものの

競争力の源泉についても分析を行う。同時に、

対象企業のバリュエーションに必要となる

ビジネスごとの重要業績評価指標（KPI）に

ついて詳細に分析し、投資のタイミングについ

ての判断を定期的に行っている。

事業成長にM&Aを有効活用している企業

は、投資対象の選定段階で 3～10年程度の

時間をかけ、投資後のビジネスプランを含め

て緻密な検討を行っている。場合によっては、

将来の投資を見据えて業務提携を行い、協力

関係を築きながら投資に向けた情報収集・

分析を行うケースも存在する。IoTとAIによって

もたらされる環境変化に能動的に取り組む

ためには、ICTプレイヤーやスタートアップが

有するケイパビリティの取り込みが必要不可

欠となることから、常日頃から情報収集を行

う体勢を構築することが極めて重要である。

その際、コーポレート・ベンチャー・キャピタル

（CVC）の活用などは一考に値する。

なお、日本においてもM&A専担組織を設

けている企業は存在するが、投資先候補の

事業環境や重要な成功要因、競争力の源泉と
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メガトレンド（ファクト）の抽出 メガトレンドの関係性と因果関係に
基づき、事業への影響要因
（チェンジドライバー）を洞察

シナリオプランニングのポイント

チェンジドライバーに基づき
自社事業へのインパクトを設定

いった情報まで掘り下げて分析を行い、投資

判断に繋げているケースは少ないように感じる。

デジタル化の時代に自ら変革を起こし、
成長を目指すには

デジタル化の時代に自ら変革を起こし、

成長を目指すには、メガトレンドから起こり

得る未来の幅を描き出し、それに備えて

必要な対策を講じることが必要不可欠で

ある。その際にはこれまでの成功モデルから

脱却し、事業領域を再定義するということも

必要である。また、デジタル化に対応する

ためには自前主義にこだわらず、テクノロ

ジーに精通するスタートアップなどの外部

リソースの取り込みを模索するということも

必要になろう。「デジタル革命」に能動的に

関与し、イノベーションを起こすためにも、

今一度自社の事業領域を再定義し、M&Aを

活用するなど、必要なケイパビリティ、特に

ICTに関するケイパビリティを補完する。

こうした取り組みを行うための体制の整備が、

今の日本企業にとって喫緊の課題と考える。

デジタル化の進展は確実に
ビジネスを大きく変える

インターネットやクラウド技術の発達と

低コスト化、スマートフォンに代表される

携帯機器の普及、コンピュータの処理能力

の向上や記憶容量の拡大、無線通信の帯域

拡大といった情報通信技術（ ICT）の発達に

より、あらゆるものがデジタルネットワーク

に接続され、従来の情報伝達や商習慣など

のあり方を大きく変えようとしている。

特に、あらゆる「モノ」をインターネット

で結び、AIで「モノ」を制御する「デジタル

革命」は一つの生態系として機能し始め、

これまでの業界構造を大きく変えようと

している。自動車業界では、IoTとAIにより

構成される自動運転時代を見据えて、既に

「デジタル革命」が進行している。自動車

業界に限らず、デジタル化の進展に伴う

環境変化への対応は、あらゆる業種の会社

にとってトップマネジメントの関心領域と

なっている。

自動車業界における新時代を見据えた
ビジネスモデル転換の動き

2018年1月のCES（コンシューマー・エレ

クトロニクス・ショー）でトヨタ自動車が発

表した「e -Palette」が世界的に話題になった

ことは記憶に新しい。自動車メーカー各社は

来たる自動運転時代を見据え、これまでの

自動車生産・販売というビジネスモデルから、

自らがモビリティ基盤を運営するプラット

フォームサービス（モビリティサービス）を提

供するビジネスモデルへの転換を進めている。

また、2018年のCESでは、米国のフォード

が都市内のあらゆる交通情報をインター

ネットで結び、最適な交通経路を提案する

「Transit Mobility Cloud」を発表している。

直近で同社は、米国におけるセダン販売を

廃止して、モビリティサービスに注力すると

表明しているほか、ドイツのフォルクスワー

ゲングループやダイムラーも自動運転時代を

見据え、自らモビリティサービスを提供する

コンセプトを打ち出している。

これら3社を中心とする欧米の主要プレ

イヤーは、コンセプトの実現に向けてベン

チャー投資やM&Aの専担部署を立ち上げ、

ICTプレイヤー等との提携や買収を積極的に

進めている。

一方で、フォルクスワーゲンなどは、人口

動態やエネルギー・資源情勢などの社会

環境、ICTなどの技術動向、経済動向や規制

動向といった多角的な観点から20年先に

起こり得る未来の青写真（シナリオ）を描き

出し、そのシナリオをもとに必要となる要素

技術を自社で開発、もしくは提携・買収に

より獲得するという意思決定を行っている。

このようにIoTとAIで構成される自動運転

時代を見据えて、自動車業界ではビジネス

モデルの大転換が始まっている。こうした

動きは今後、金融や運輸サービス、小売と

いったあらゆる産業において起こると考え

られる。

こうした中で、「デジタル革命」に立ち向

かうという受動的な立ち位置ではなく、

起こす側になる、といった能動的な視点も

重要となる。そのためには、次に示す2つの

取り組みが必要となる。

シナリオプランニングによる
事業戦略の再定義

「デジタル革命」に能動的に関与するため

には、IoTとAIを中心としたデジタル技術に

よって起こり得る未来の青写真を描き出し、

生じうるイベントに対処するための準備策を

講じる「シナリオプランニング」の手法が

有効である。シナリオプランニングはもと

もと米軍の戦略立案の手法として開発され

たものだが、その後、石油メジャーのシェルが

活用し、オイルショックを乗り切ったことで

その存在が有名になった。現在では、前述の

フォルクスワーゲンの他、自動車部品業界で

メガサプライヤーと呼ばれるボッシュ、コン

チネンタル、またGEやシーメンスといった、

時流を適確に読み、事業領域を再定義して

きた世界的企業の間で用いられている。

シナリオプランニングにおいて特にポイン

トとなるのは、事業環境を構成している事象

（人口動態の変化や都市化の進展、環境・

規制の厳格化、ICTの進展、新興国の経済

成長などのメガトレンド）とそれらの因果

関係を把握し、その事象の構造的なパターン

を認識した上で、起こり得る未来の幅を描き

出すという作業である。

事業環境を構成する事象は大きく社会、

技術、経済、政策・規制の観点があり、その

中でも特に自社のビジネスに影響を及ぼす

要素を中心に把握することが重要である。

例えば、自動車産業であれば、若年層の

クルマ離れやシェアリングエコノミーの

進展（社会）、環境・安全規制の厳格化（政策・

規制）、電動化／自動運転技術の進展（技術）

といった要素が重要な要素となる。小売業界

であれば、先進国における少子高齢化に伴う

消費性向の変化（社会）、新興国の経済成長

に伴う中間所得層の増大（経済）などが重要

な要素になってくる。

いずれにしても注目すべき事象は業界に

より異なることから、幅広い視点で事象を

とらえる必要がある。それらの因果関係を認

識した上で、自社のビジネスに特に影響が

大きく、変化を引き起こすチェンジドライバー

を識別し、様々な情報とともにそれぞれの

変化の度合いを推定することが必要となる。

　この一連の作業には継続的な情報収集を

必要とし、それなりの負荷を要することから、

シナリオプランニングを採用している企業

では専担組織を設置することが常である。

オイルショックを乗り切ったシェルはシナリオ

プランニングチームを設置し、40年にわたって

組織的にシナリオプランニングを活用、進化

させ続けている。また、フォルクスワーゲンも

社内に「フューチャーリサーチ部」という

専担組織を設置し、エコノミスト、心理学者、

社会学者、生物学者などの専門人材を抱え、

多面的な分析を行う体制を整えている。

昨今では ICTがビジネスに与える影響も

大きくなっているため、GEやシーメンス、

ボッシュといった IoTに注力している企業は、

こうした知見を有した専門家をシナリオ

プランニングチームに配置し、環境の変化に

対していかに ICTを活用するかを検討する

ようになってきている。

日本国内でも近年、シナリオプランニング

に関する注目がふたたび高まっているが、

専担組織を設置して取り組んでいる企業は

少ない。環境変化の激しい現代において、

その時流を適確に捕捉し、柔軟に対応する

ためにも、日本企業においてもシナリオプラ

ンニング専担組織を設置し、外部専門家も

活用しながら、当該組織を継続的に活用し、

進化させていく取り組みが求められる。特に、

デジタル革命においては ICTをいかにビジネ

スに活用していくかが企業戦略立案上、重要

な取り組みになってくることから、シナリオ

プランニングを行う上では、この技術分野に

精通する人材の配置が極めて重要になる。

M&Aを活用し、
不足するケイパビリティを補完

GEやシーメンス、フォルクスワーゲンや

ボッシュ、コンチネンタルといった事業領域を

柔軟に再定義する企業では、M&Aの専担組

織が、自社の事業戦略の実現に必要なケイパ

ビリティをもつ対象企業を探索、特定し、日々

情報の収集と分析を行っている。これらの企業

は、対象企業が属する業界特有の事業環境や

重要な成功要因のほか、対象企業そのものの

競争力の源泉についても分析を行う。同時に、

対象企業のバリュエーションに必要となる

ビジネスごとの重要業績評価指標（KPI）に

ついて詳細に分析し、投資のタイミングについ

ての判断を定期的に行っている。

事業成長にM&Aを有効活用している企業

は、投資対象の選定段階で 3～10年程度の

時間をかけ、投資後のビジネスプランを含め

て緻密な検討を行っている。場合によっては、

将来の投資を見据えて業務提携を行い、協力

関係を築きながら投資に向けた情報収集・

分析を行うケースも存在する。IoTとAIによって

もたらされる環境変化に能動的に取り組む

ためには、ICTプレイヤーやスタートアップが

有するケイパビリティの取り込みが必要不可

欠となることから、常日頃から情報収集を行

う体勢を構築することが極めて重要である。

その際、コーポレート・ベンチャー・キャピタル

（CVC）の活用などは一考に値する。

なお、日本においてもM&A専担組織を設

けている企業は存在するが、投資先候補の

事業環境や重要な成功要因、競争力の源泉と

①メガトレンド（ファクト） ②洞察（インサイト） ③シナリオ（見通し）
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いった情報まで掘り下げて分析を行い、投資

判断に繋げているケースは少ないように感じる。

デジタル化の時代に自ら変革を起こし、
成長を目指すには

デジタル化の時代に自ら変革を起こし、

成長を目指すには、メガトレンドから起こり

得る未来の幅を描き出し、それに備えて

必要な対策を講じることが必要不可欠で

ある。その際にはこれまでの成功モデルから

脱却し、事業領域を再定義するということも

必要である。また、デジタル化に対応する

ためには自前主義にこだわらず、テクノロ

ジーに精通するスタートアップなどの外部

リソースの取り込みを模索するということも

必要になろう。「デジタル革命」に能動的に

関与し、イノベーションを起こすためにも、

今一度自社の事業領域を再定義し、M&Aを

活用するなど、必要なケイパビリティ、特に

ICTに関するケイパビリティを補完する。

こうした取り組みを行うための体制の整備が、

今の日本企業にとって喫緊の課題と考える。

デジタル化の進展は確実に
ビジネスを大きく変える

インターネットやクラウド技術の発達と

低コスト化、スマートフォンに代表される

携帯機器の普及、コンピュータの処理能力

の向上や記憶容量の拡大、無線通信の帯域

拡大といった情報通信技術（ ICT）の発達に

より、あらゆるものがデジタルネットワーク

に接続され、従来の情報伝達や商習慣など

のあり方を大きく変えようとしている。

特に、あらゆる「モノ」をインターネット

で結び、AIで「モノ」を制御する「デジタル

革命」は一つの生態系として機能し始め、

これまでの業界構造を大きく変えようと

している。自動車業界では、IoTとAIにより

構成される自動運転時代を見据えて、既に

「デジタル革命」が進行している。自動車

業界に限らず、デジタル化の進展に伴う

環境変化への対応は、あらゆる業種の会社

にとってトップマネジメントの関心領域と

なっている。

自動車業界における新時代を見据えた
ビジネスモデル転換の動き

2018年1月のCES（コンシューマー・エレ

クトロニクス・ショー）でトヨタ自動車が発

表した「e -Palette」が世界的に話題になった

ことは記憶に新しい。自動車メーカー各社は

来たる自動運転時代を見据え、これまでの

自動車生産・販売というビジネスモデルから、

自らがモビリティ基盤を運営するプラット

フォームサービス（モビリティサービス）を提

供するビジネスモデルへの転換を進めている。

また、2018年のCESでは、米国のフォード

が都市内のあらゆる交通情報をインター

ネットで結び、最適な交通経路を提案する

「Transit Mobility Cloud」を発表している。

直近で同社は、米国におけるセダン販売を

廃止して、モビリティサービスに注力すると

表明しているほか、ドイツのフォルクスワー

ゲングループやダイムラーも自動運転時代を

見据え、自らモビリティサービスを提供する

コンセプトを打ち出している。

これら3社を中心とする欧米の主要プレ

イヤーは、コンセプトの実現に向けてベン

チャー投資やM&Aの専担部署を立ち上げ、

ICTプレイヤー等との提携や買収を積極的に

進めている。

一方で、フォルクスワーゲンなどは、人口

動態やエネルギー・資源情勢などの社会

環境、ICTなどの技術動向、経済動向や規制

動向といった多角的な観点から20年先に

起こり得る未来の青写真（シナリオ）を描き

出し、そのシナリオをもとに必要となる要素

技術を自社で開発、もしくは提携・買収に

より獲得するという意思決定を行っている。

このようにIoTとAIで構成される自動運転

時代を見据えて、自動車業界ではビジネス

モデルの大転換が始まっている。こうした

動きは今後、金融や運輸サービス、小売と

いったあらゆる産業において起こると考え

られる。

こうした中で、「デジタル革命」に立ち向

かうという受動的な立ち位置ではなく、

起こす側になる、といった能動的な視点も

重要となる。そのためには、次に示す2つの

取り組みが必要となる。

シナリオプランニングによる
事業戦略の再定義

「デジタル革命」に能動的に関与するため

には、IoTとAIを中心としたデジタル技術に

よって起こり得る未来の青写真を描き出し、

生じうるイベントに対処するための準備策を

講じる「シナリオプランニング」の手法が

有効である。シナリオプランニングはもと

もと米軍の戦略立案の手法として開発され

たものだが、その後、石油メジャーのシェルが

活用し、オイルショックを乗り切ったことで

その存在が有名になった。現在では、前述の

フォルクスワーゲンの他、自動車部品業界で

メガサプライヤーと呼ばれるボッシュ、コン

チネンタル、またGEやシーメンスといった、

時流を適確に読み、事業領域を再定義して

きた世界的企業の間で用いられている。

シナリオプランニングにおいて特にポイン

トとなるのは、事業環境を構成している事象

（人口動態の変化や都市化の進展、環境・

規制の厳格化、ICTの進展、新興国の経済

成長などのメガトレンド）とそれらの因果

関係を把握し、その事象の構造的なパターン

を認識した上で、起こり得る未来の幅を描き

出すという作業である。

事業環境を構成する事象は大きく社会、

技術、経済、政策・規制の観点があり、その

中でも特に自社のビジネスに影響を及ぼす

要素を中心に把握することが重要である。

例えば、自動車産業であれば、若年層の

クルマ離れやシェアリングエコノミーの

進展（社会）、環境・安全規制の厳格化（政策・

規制）、電動化／自動運転技術の進展（技術）

といった要素が重要な要素となる。小売業界

であれば、先進国における少子高齢化に伴う

消費性向の変化（社会）、新興国の経済成長

に伴う中間所得層の増大（経済）などが重要

な要素になってくる。

いずれにしても注目すべき事象は業界に

より異なることから、幅広い視点で事象を

とらえる必要がある。それらの因果関係を認

識した上で、自社のビジネスに特に影響が

大きく、変化を引き起こすチェンジドライバー

を識別し、様々な情報とともにそれぞれの

変化の度合いを推定することが必要となる。

　この一連の作業には継続的な情報収集を

必要とし、それなりの負荷を要することから、

シナリオプランニングを採用している企業

では専担組織を設置することが常である。

オイルショックを乗り切ったシェルはシナリオ

プランニングチームを設置し、40年にわたって

組織的にシナリオプランニングを活用、進化

させ続けている。また、フォルクスワーゲンも

社内に「フューチャーリサーチ部」という

専担組織を設置し、エコノミスト、心理学者、

社会学者、生物学者などの専門人材を抱え、

多面的な分析を行う体制を整えている。

昨今では ICTがビジネスに与える影響も

大きくなっているため、GEやシーメンス、

ボッシュといった IoTに注力している企業は、

こうした知見を有した専門家をシナリオ

プランニングチームに配置し、環境の変化に

対していかに ICTを活用するかを検討する

ようになってきている。

日本国内でも近年、シナリオプランニング

に関する注目がふたたび高まっているが、

専担組織を設置して取り組んでいる企業は

少ない。環境変化の激しい現代において、

その時流を適確に捕捉し、柔軟に対応する

ためにも、日本企業においてもシナリオプラ

ンニング専担組織を設置し、外部専門家も

活用しながら、当該組織を継続的に活用し、

進化させていく取り組みが求められる。特に、

デジタル革命においては ICTをいかにビジネ

スに活用していくかが企業戦略立案上、重要

な取り組みになってくることから、シナリオ

プランニングを行う上では、この技術分野に

精通する人材の配置が極めて重要になる。

M&Aを活用し、
不足するケイパビリティを補完

GEやシーメンス、フォルクスワーゲンや

ボッシュ、コンチネンタルといった事業領域を

柔軟に再定義する企業では、M&Aの専担組

織が、自社の事業戦略の実現に必要なケイパ

ビリティをもつ対象企業を探索、特定し、日々

情報の収集と分析を行っている。これらの企業

は、対象企業が属する業界特有の事業環境や

重要な成功要因のほか、対象企業そのものの

競争力の源泉についても分析を行う。同時に、

対象企業のバリュエーションに必要となる

ビジネスごとの重要業績評価指標（KPI）に

ついて詳細に分析し、投資のタイミングについ

ての判断を定期的に行っている。

事業成長にM&Aを有効活用している企業

は、投資対象の選定段階で 3～10年程度の

時間をかけ、投資後のビジネスプランを含め

て緻密な検討を行っている。場合によっては、

将来の投資を見据えて業務提携を行い、協力

関係を築きながら投資に向けた情報収集・

分析を行うケースも存在する。IoTとAIによって

もたらされる環境変化に能動的に取り組む

ためには、ICTプレイヤーやスタートアップが

有するケイパビリティの取り込みが必要不可

欠となることから、常日頃から情報収集を行

う体勢を構築することが極めて重要である。

その際、コーポレート・ベンチャー・キャピタル

（CVC）の活用などは一考に値する。

なお、日本においてもM&A専担組織を設

けている企業は存在するが、投資先候補の

事業環境や重要な成功要因、競争力の源泉と

（参考）GE、シーメンス、フォルクスワーゲン、ボッシュ、コンチネン
タル等、各社ホームページ／経済産業省、平成30年3月　「我が国企
業による海外M&A研究会」報告書／その他書籍、報道記事等

04KPMG FAS Newsletter “Driver” Vol.01© 2018 KPMG FAS Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network of 
independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.



Shinya Ka j i kawa
梶川 慎也／シニアマネジャー（写真左）

株式会社KPMG FAS ストラテジーグループ 

大手旅客会社を経て、KPMGに入社。リストラク
チャリング業務に従事後、2014年から現在のグ
ローバルストラテジーグループに参画。コンシュ
ーマ＆リテールチームメンバー。
早稲田大学政治経済学部経済学科卒業、一橋
大学大学院国際企業戦略研究科修士修了。

shinya.kajikawa@jp.kpmg.com

Toshiaki Ishi i
石井 利明／パートナー（写真右）

株式会社KPMG FAS 執行役員パートナー 

2001年にKPMGに入社後、一貫してM&Aアド
バイザリー業務に従事。2015年より現職。M&A

における取引価格の第三者評価等のバリュエー
ション業務に加え、PPAや減損テスト等の会計
目的のバリュエーションにおいても豊富な経験
を有している。
中央大学法学部法律学科卒業、公認会計士。

toshiaki.ishii@jp.kpmg.com

Haruhiko Ikeda
池田 晴彦／ シニアマネジャー（写真中央）

株式会社KPMG FAS ストラテジーグループ　
2015年に入社後、製造業全般及び自動車産業
を中心にM&Aアドバイザリー業務、企業戦略
策定業務に従事。KPMG入社以前は外資系コン
サルティング会社にて戦略策定から実行までの
一貫した支援を実施。IT分野の構想立案・導入
までの幅広い経験を有する。
筑波大学第一学群自然学類数学専攻卒業、
同大学院理工学研究科修士課程修了。

haruhiko.h.ikeda@jp.kpmg.com

執筆者紹介

05KPMG FAS Newsletter “Driver” Vol.01© 2018 KPMG FAS Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network of 
independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.



KPM
G

 FAS New
sletter “Driver”    V

o
l.01 Ju

n
e

 2
018

株式会社 KPMG FAS　

〒100-0004 
東京都千代田区大手町1丁目9番5号 
大手町フィナンシャルシティ ノースタワー
TEL： 03 -3548-5770

www.kpmg.com/jp/fas

本書の全部または一部の複写・複製・転訳載および磁気または光記録媒体への入力等を禁じます。

ここに記載されている情報はあくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている状況に対応
するものではありません。私たちは、的確な情報をタイムリーに提供するよう努めておりますが、情報を
受け取られた時点及びそれ以降においての正確さは保証の限りではありません。何らかの行動を取られる
場合は、ここにある情報のみを根拠とせず、プロフェッショナルが特定の状況を綿密に調査した上で提案
する適切なアドバイスをもとにご判断ください。

© 2018 KPMG FAS Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member 
firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG Internationa l 
Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

The KPMG name and logo are registered trademarks or trademarks of KPMG International.

発行

M
&

A
 価
値
創
造
の
セ
オ
リ
ー（
上
）

C
lose-up


	KPMG FAS Newsletter Driver
	Close-up 2 「デジタル革命」時代の事業戦略とその実行力
	執筆者紹介




